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発行にあたって

　1940年代の誕生以来、コンピュータシステムはわが国の発展に大いに寄与して

きた。研究開発から始まった用途も、今日では国民生活や経済活動を支え、社会

の利便性向上などに広がっている。

　これに伴い、コンピュータシステムを支えるITプラットフォームも技術が著しく発展

した。最近では、迅速な意思決定を支える高性能化の実現、24時間365日ビジネ

スを継続する高信頼性の追求、複雑化するシステムの効率的な運用/管理を実現す

るクラウドコンピューティングや仮想化といった分野で、大きな進化が見られる。

　本冊子は、ビッグデータや IoTの拡大など、今後ますます発展するコンピュータ

システムを支えるITプラットフォームの技術について、市場トレンドや技術トレンドを

踏まえて、電子情報技術産業協会会員企業を例として最新技術を紹介する。

　本冊子を通じ、皆様の ITプラットフォームの重要性と最新技術の知見を深めてい

ただければ幸甚である。
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Part 1

IT活用に大きな可能性広がる

　では、2020年にはITは今とどう

変わるのか。「多くの課題を解決し

更なる経済成長と社会の発展を実現

する」というベストシナリオを基

に、具体的に予測してみよう。

　クラウドが登場した頃、「ITの所

有から利用への転換」がよく喧伝さ

れた。2020年にはさらに一歩進ん

で、クラウドは経済活動や社会生活、

行政サービスに欠かせない社会イン

フラになる。ソーシャルメディアも、

　東京で再びオリンピックが開催さ

れる2020年。それに向けて日本経

済も動き出した。

　安倍政権が打ち出した経済政策、

いわゆるアベノミクスに呼応し、多

くの企業が新規ビジネスの創出など

に向けた投資を活発化させている。

所得アップなどの恩恵を受けた消費

者も支出を増やしており、少なくと

も2020年までは日本経済に明るい

展望が描ける。

期待と課題が錯綜する日本の将来

　ただ、東京オリンピック後に日本

は試練のときを迎える。すなわち団

塊の世代が後期高齢者となるなど少

子高齢化が深刻化し、社会保障制度

や地方の市町村がいっそう厳しい事

態に直面する恐れがある。このほか

電力問題など課題を多数抱えてお

り、経済に余力のある2020年まで

に解決に向けた道筋をつけておかな

ければならない。

　このように日本の将来に対して

は、成長への期待と課題が交錯して

いる。そうした中、多くの課題を解

決し更なる経済成長と社会の発展を

実現するインフラとして期待される

のがITである。

　ここ数年で、各種クラウドサービ

スや、スマートフォン/タブレット

といったモバイル端末などが急速に

普及している。こうしたITを活用

し“社会のスマート化”を推進する

ならば、2020年の東京オリンピッ

クの際には、世界から訪れる人々を

驚かせ、模範としたくなるような社

会を実現できる（図1-1）。

クラウドやモバイル端末などの普及により、人やモノがリアルタイムにつなが
る社会が出現する。ソーシャルメディアですべての人が互いにつながり、IoTで
クルマや社会インフラの状態を把握する。さらに膨大なデータを分析すること
で新たな知見を得る─。ITによる、こうした“スマートな社会”の実現により、
少子高齢化などの課題を乗り越え、日本の新たな成長を築いていく。

2020年 ITで社会はこう変わる
世界が注目する社会を実現

図1-1◉2020年に向けての日本の課題とITの可能性
東京オリンピックの成功や2020年以降に深刻化する少子高齢化への対応など山積する課題の解決
へ向けて、ITの活用による“スマートな社会”を実現する

クラウド

モバイル

ソーシャル

ビッグデータ

…

…

解決手段としてのIT

“スマートな社会”
の実現

● 東京オリンピックの成功
● 世界有数の観光立国の実現
● 既存の産業のグローバル競争力の強化
● 競争力のある新規産業の育成
● 農業・医療などを“成長産業”に
● 電力などエネルギーの効率利用、CO2の削減
● 老朽化した社会インフラの維持更新
● 若者が安心して子供を育てられる社会に
● 高齢者の社会進出の促進、社会保障費の抑制
● ダイバーシティのある社会に

日本の主な課題
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図1-2◉人とクラウドをつなぐウエアラブル端末の概略図

従来の電話や電子メールに代わるコ

ミュニケーション手段として、いわ

ゆる“ライフライン”となるだろう。

　そして、ほとんどの人がスマホや

タブレットなどのモバイル端末を持

つようになる。今はまだ「スマホは

難しい」と感じる人が少なからずい

るが、2020年までに音声認識など

のインタフェースの向上により、誰

もが使える端末へと進化する。さら

に、メガネや腕時計などの形状のモ

バイル端末、いわゆるウエアラブル

端末も普及する（図1-2）。

　つまり2020年には、人は様々な

モバイル端末を必要に応じて使い分

けて、クラウド上の各種サービスや

ソーシャルメディアを利用して生活

し仕事をするようになる。換言すれ

ば従来の社会活動の多くがネット上

で行われるようになると言ってよい。

　まさに本格的なネット社会の到

来。犯罪や不正行為もネットへ移行

するから、当面はサイバー攻撃や個

人情報漏洩などのリスクが増大して

いくのはやむを得ない。ただ2020

年頃には、こうしたセキュリティリ

スクへの対処法を技術面、社会制度

面で大きく前進させる必要がある。

ロボットや自動車も“端末”に

　本格的なネット社会の到来は、こ

れまでITと縁遠かった分野にも及

ぶ。その代表が「モノのインターネ

ット」とも呼ばれるIoT（インター

ネット・オブ・シングス）である。

　このIoTは様々な機械、電力・ガ

ス・水道などの設備、そして橋やト

ンネルなどにセンサーを取り付け、

振動などのデータを常時ネットで吸

い上げることで、適切な保守サービ

スの提供や新たなサービスの創出に

つなげようというものである。すで

に建設機械や医療機器などで成功事

例が生まれているが、2020年には

こうしたモノのインターネットが従

来のインターネットに負けないくら

い普及しているだろう。

　そしてITとの融合で最も注目さ

情報をハンズフリーで閲覧

活動量や睡眠状態を可視化
スポーツの「コツ」を可視化

サーバーで
ビッグデータ解析

クラウド

スマホ、
タブレット
などで解析

クラウド上に
データ蓄積眼の動きを取得

心電を取得
服に装着した
電極

取得した情報を送信

取得した情報を送信スポーツ用品に
装着したセンサー

リストバンド型
ウエアラブル端末

メガネ型
ウエアラブル端末

出所：日経コンピュータ2014年9月4日号特集「ウエアラブル、主役はデータ」の図を基に作成
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Part 1

質維持と効率化も大きな課題だが、

やはりITが重要な役割を果たす。

クラウドを活用し、地方の中核病院

と各地の診療所などで電子カルテな

ど患者データを共有することで、劇

的な効果を上げているだろう。ウエ

アラブル端末などを高齢者に装着し

てもらい、本人の了解のもとにライ

フログを取得することで、日々の健

康管理に役立てる取り組みも活発に

なる。

災害に強い国土を実現するIoT

　社会インフラの維持・効率化も大

きな課題。中でも最大の焦点は電力

である。2020年には小売りが完全

自由化されており、既存の電力会社

や新規参入組による競争が繰り広げ

られているだろう。家庭などに設置

したスマートメーターなどのデータ

れるのは自動車分野である。IoTの

仕組みを使ってクルマの走行状態を

チェックしたり、クラウドからドラ

イバーに各種情報を提供したりする

ことは、2020年にはクルマの標準

サービスになっている。そして、こ

うしたITのインフラやAI（人工知

能）技術なども組み合わせた自動運

転車の実用化が目前に迫り、悲惨な

交通事故の撲滅への期待が広がって

いる（図1-3）。

　ロボットの普及も要注目である。

産業用だけでなく家庭用のロボット

も2020年には普及期を迎える見通

しである。その際、ロボットはネッ

トに接続され端末としても機能す

る。人に代わってネット上の情報を

検索したり、アプリをダウンロード

して新たな機能を追加したりするロ

ボットが活躍しているだろう。

　こうしたネット社会の到来によ

り、多種多様の膨大なデータがクラ

ウド上などに蓄積される。まさにビ

ッグデータであり、分析すれば様々

な知見が得られる宝の山である。分

析手法の高度化や、システムが自ら

学習して解を見つける機械学習技術

の確立で、企業のマーケティングか

ら災害対策に至るまでビッグデータ

の活用が進んでいるだろう。

農業や医療を“成長産業”に

　こうした新たなITの普及は、日

本が直面する課題の解決に大きな役

割を果たす。特に地方再生の観点か

ら期待が大きいのは、農業分野での

IT利用。最先端の領域では、かつ

ての半導体工場などを“居抜き”し

た植物工場がある（次ページの図

1-4）。温度や湿度、養分濃度、光

合成に必要なCO2（二酸化炭素）の

濃度、照明の明るさなどをITで制

御し、作物を安定供給する。こうし

た植物工場は、製造業の工場に代わ

る新たな産業として地方に根付いて

いることだろう。

　さらにハウス栽培などでもIT活

用が進む。センサーやタブレットな

どを活用して、作物の生育状況など

をクラウドで記録する。農作業の効

率化と作物の安定供給を実現すると

共に、クラウドに蓄積した情報、生

産ノウハウを若い農業従事者に提供

することにより、農業の次世代への

引き継ぎも円滑に行える。

　過疎化が進む地方では、医療の品

図1-3◉日本の自動車メーカーが開発を進めている「協調型自動運転」技術
他の自動車や信号、歩行者の持つスマートフォン、そしてクラウドと連携することで安全な自動運転の
実現を目指す

カーナビ向けサービスで蓄
積した走行データを基に、
クラウド上で最適な経路を
計算して配信

周囲を走行する自動車や
バイクと通信し、進行方向
の渋滞情報を交換。急接
近を検知して、事故を防止

駐車場に設置したカメラと
通信して現在地を把握。
無人で所定位置に駐車
できるようになる

Wi-Fiで歩行者のスマート
フォンと通信。進行方向や
速度を予測することで、出
合い頭の事故を防止する

クラウド

走行中のクルマ

信号や監視カメラ

歩行者のスマートフォン

自動運転車

出所：日経コンピュータ2014年1月9日号特集「到来、IoT時代」の図を基に作成
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を活用して、電力逼迫時には利用者

に節電を促して割引する「お得プラ

ン」の提供が当たり前になっている

だろう。

　一方、水道や橋、トンネルなど自

治体や公共団体が管理する社会イン

フラは高度成長期に造られたものが

多く、老朽化が進んでいるだけに管

理や保守に多大なコスト負担がのし

かかる。センサーで設備などの状況

をモニタリングして大量のデータを

クラウドに蓄積し、ビッグデータ分

析を通じて故障や事故のリスクを把

握できるようになる。

　さらに、ITを活用した防災の取

り組みも多く進む。地震や津波とい

った広域に被害が及ぶ災害に加え、

地球温暖化による局地的な豪雨や土

砂崩れなども、IoTやクラウド、ビ

ッグデータ分析などを組み合わせる

ことで、被害の可能性を高い精度で

予測できるようになる。

「匠の技、おもてなしの心」×IT

　一般のビジネスでは、ITを活用

して海外で定評のあるジャパンクオ

リティに磨きをかける。製造業では

AI活用やビッグデータ分析を通じ

て、熟練工の“匠の技”をさらに極

める。一方、小売りやサービス業で

は、タブレットやウエアラブル端末

を活用することで、おもてなしの品

質の更なるアップを図る。

　クラウドなどをビジネスの基盤と

して活用することで、起業するベン

チャー企業も増える。高齢者や出

産・育児期の女性の就労や社会参加

も、ソーシャルメディアなどの進化

で容易になる。それは外国人にとっ

ても、住みやすく働きやすく起業も

容易な社会である。

　2020年の東京オリンピックでは、

大勢の外国人が日本を訪れるとみら

れる。ITを活用したおもてなしや、

快適な滞在環境の提供により、彼ら

を日本へのリピーターに変えること

ができる。さらに一歩進んで、長期

滞在しビジネスに勤しんでもらうこ

とで、真にダイバーシティ（多様性）

のある魅力的な社会を実現してい

く。

図1-4◉半導体工場を転用した植物工場の例
人工透析患者向けにカリウムの含有量が少ない特別なレタスを生産する

農業向けクラウドサービス

センサーデータを
クラウドに送信

● 生産実績や計画管理
● 環境のモニタリング
● アラート発信

植物工場

栽培棚

イーサネット上で通信

環境センサー用
装置

温度
センサー

湿度
センサー

CO2
センサー

機器制御
装置

照明

クラウド通信
装置

温度の自動制御
などを実施

植物工場で生産
する「低カリウム
レタス」

半導体の遊休工場
を転用 出所：日経コンピュータ2013年10月3日号特集「あなたの知らない ITの底力」の図を基に作成
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Part 2

処理が主流になりつつある。スト

レージ製品の多くが、フラッシュメ

モリーを採用している。従来の

HDD（ハードディスクドライブ）

と、フラッシュやSSD（ソリッドス

テートドライブ）を混載する「ハイ

ブリッド型」は今や、一般的な利用

形態である。全容量をフラッシュで

まかなう「オールフラッシュアレ

イ」製品も投入されている。

　オールフラッシュアレイの中に

　今後数年のITプラットフォーム

を展望したとき、現状の「制約」を

打ち破ろうとする力が、三つの大き

なトレンドを生み出す（図2-1）。

　一つは、ビッグデータの先にある、

これまで以上に大量かつ多様なデー

タを高速処理する能力を強化する動

きである。この分野では、メモリー

活用がいっそう進む。フラッシュメ

モリーを搭載したストレージや、イ

ンメモリー機能を備えたデータベー

ス製品などの活用が期待される。

　二つめのトレンドは、サーバーや

ストレージ、ネットワークといった

コンピュータリソースの調達しやす

さである。従来の“物理単位”の調

達方式は、時間も手間もかかる。こ

うした課題に応えるように、サー

バーから始まったリソースの仮想化

が進み、ソフトウエアでインフラを

調達する「ソフトウエア・デファイ

ンド」が実用期に入ってくる。

　最後は、クラウド利用の「高度化」

である。パブリッククラウドの機能

充実により、オンプレミスから移行

可能なケースが増えてくる。オンプ

レミスとパブリッククラウドを併用

するハイブリッドクラウドや、複数

のクラウドを使い分けるマルチクラ

ウドも現実的になってくる。

　データ処理の「高速化」、リソー

ス調達の「容易化」、クラウド利用

の「高度化」の順に解説する。

フラッシュ搭載ストレージが続々

　メモリー活用を前提としたデータ

ITプラットフォームは今後、二つの方向に拡張していく。一つは水平方向。サー
バーやストレージ、ネットワークなどの機器が一体として扱えるようになる。仮
想化技術の進展に伴って、リソース調達はより容易になる。また、垂直方向へ
拡張することで、ITプラットフォームは「アプリケーション開発」に近づいてい
く。高速化やPaaSの充実で、アプリ開発を支援する。

2020年 ITプラットフォームはこう変わる
牽引する三つの技術トレンド

図2-1◉ITプラットフォームの三つのトレンド

ビッグデータ

ストレージやデータベースでのメモリー活用

データ処理の「高速化」

ネットワーク

ストレージ

サーバー
仮想化の進展、
ソフトウエア・デファインド・データセンターへ

リソース調達の「容易化」

クラウド

ハイブリッドクラウド、マルチクラウドへ

クラウド利用の「高度化」
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図2-2◉HDDとフラッシュメモリーの使い分けの例

は、100万IOPS（1秒間に可能なI/

O＝入出力回数）を超える性能を掲

げる製品もある。そうした高速性を

生かし、バッチ処理やデータベース

処理の時間を短縮するほか、仮想デ

スクトップ（VDI）の基盤などにも

用途を広げている。

　HDDのような駆動装置がないた

め、省スペース、省電力であること

もフラッシュの特徴である。データ

センターを立ち上げるに当たり、こ

うした特性を持つフラッシュをメイ

ンで使う「シリコン・データセン

ター」という考え方にも、最近は注

目が集まっている。

　フラッシュやSSDの普及に向けて

価格は下落傾向にあるが、HDDの

下げ幅も大きい。数年というスパン

では、ギガ・バイト単価はHDDの

方が安いだろう。データの用途、ア

クセス頻度、要求性能、性能/容量

単価などでHDDと使い分ける、ハ

イブリッド型の利用ノウハウが蓄積

されていく（図2-2）。

メモリー活用でバッチ不要に

　最近はデータベース製品もインメ

モリー化を進めている。主要なデー

タベース製品が、インメモリー機能

を搭載してきた。すべてのデータを

メモリー上に保持して処理する製品

もある。

　データベースは基本的にデータを

メモリー上で操作するが、必要な

データがメモリー上になければ、

HDDから読み込む必要がある。こ

れに対してインメモリー機能は、

“データはメモリー上にある”のを前

提に動作することで、高速処理を追

求している。

　高速化の対象は、OLTP（オンラ

イントランザクション処理）とDWH

（データウエアハウス）の二つがあ

る。DWHの高速化では、カラム（列）

型で処理することが主流になってき

た。従来のロー（行）型がレコード

単位で処理するのに対し、カラム型

は「氏名」や「年齢」といった必要な

カラムだけを選択して読み込むこと

ができる。

　OLTPとDWHをどう統合する

かが、データベース製品の次のチャ

レンジである。OLTP用のロー型

テーブルとDWH用のカラム型テー

ブルを用意し、前者への変更を後者

に伝播する仕組みを持つ製品もあ

る。これを活用すれば、「売り上げ

データを集計した後に、分析用の

DWHを作成する」といった夜間バ

ッチ処理が不要になる。現場で発生

したリアルタイムに近いデータを分

析対象にすることで、従来よりも分

析の精度も上げられる。

　ソーシャルネットワーキングサー

ビス（SNS）や、センサーに代表さ

れる「IoT（インターネット・オブ・

シングス）」から集まるデータをど

う 処 理 す る の か。 こ の 手 法 も、

RDBMS（リレーショナルデータ

ベース管理システム）に求められて

いる。現在、こうした“非構造デー

タ”のサマリー処理で活躍している

のが、オープンソースの分散処理ソ

フト「Hadoop」である。Hadoop連

携は多くのデータベース製品が掲げ

るテーマである。そのHadoopも、

従来のバッチ処理に加えて、リアル

タイム処理へと機能拡張してきた。

バッチ処理からリアルタイム処理へ

の流れは、マーケティング立案や経

営判断の迅速化といったビジネス側

からの要請も後押ししている。
5 10 13 15 20 25 30 35 40 45 50 60 70 80 90 100 125 150 175 200
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「OpenFlow」というプロトコルで

ある。OpenFlow仕様の機器を使

ったユーザー事例が登場している。

最近では、SDNを実現するソフト

ウ エ ア をOSSと し て 開 発 す る

「OpenDaylightプロジェクト」に

多くのベンダーが参加し、標準化作

業などを進めている。もう一つ、ル 

ーターやスイッチといったネット

ワーク機能をソフトウエアとして提

供し、仮想マシン上で動かす「NFV

（ネットワーク・ファンクション・

バーチャリゼーション）」にも要注

目である。

　サーバーやストレージ、ネット

ワークなどをソフトウエアとして提

供、制御する動きは活発化する。そ

の先にあるのは、こうしたソフトウ

エア機能で組み上げた「ソフトウエ

ア・デファインド・データセンター

（SDDC）」というコンセプトであ

る。設定や変更が容易になるので、

従来は運用管理者しかできなかった

インフラの割り振りが、開発者でも

やりやすくなる。開発者 （Develop-

ment）と運用者 （Operation）が協

仮想化して俊敏性を得る

　ビジネス環境の変化に追随して、

いかに迅速にITリソースを調達で

きるかは、昨今のインフラが抱える

大きな課題である。「急ぎ新サービ

スを立ち上げたい」「処理増に緊急

でサーバーを追加したい」といった

ニーズに応えやすいインフラを作る

ために、「仮想化技術」の利用が浸透

してきた。

　仮想化の対象は、サーバーからス

トレージ、ネットワークへと広がっ

てきた。各社が提供する仮想化ソフ

ト（ハイパーバイザー）を導入する

ことで、1台のサーバー上で複数の

仮想マシンを構築できる。仮想マシ

ンをプール化しておき、ユーザーの

求めに応じて払い出すことで、迅速

に“サーバー ”を調達できる。同様

の考えで、ストレージやネットワー

クを仮想化して提供する流れが強く

なってきた（図2-3）。

　ストレージの仮想化には、いくつ

か手法がある。ボリューム容量を仮

想化する「シンプロビジョニング」

は実績のある技術である。ベンダー

や機種が異なるストレージ製品を仮

想化し、ストレージプールとして提

供する手法もある。このほかPC

サーバー群の内蔵ディスクを仮想化

して利用する手法も登場してきた。

　こうした一連の仮想化ソリューシ

ョンは、「ソフトウエア・デファ 

インド・ストレージ」と呼ばれるこ

ともある。いずれも、ストレージの

物理的な制約を越えるためのもの 

であり、今後も技術革新を続けてい

く。

すべてをソフトウエアで定義

　「ソフトウエア・デファインド」

というコンセプトは、ネットワーク

分野でも浸透している。ただし、

「SDN」の内容は一通りではない。

広義には、ルーターやスイッチとい

った「データ転送機能」を、「コント

ローラー」から一元管理する利用形

態を指す。ネットワーク構成をソフ

トウエアで動的に設定・変更できる

ことがメリットである。

　SDNで最初に耳目を集めたのが

図2-3◉すべてのコンピュータリソースを仮想化して提供

仮想リソースプール

仮想化ソフト

物理リソース

ストレージ仮想化
（ストレージ仮想化ソフト）

仮想ストレージ

ストレージ

NAS/SAN

ネットワーク仮想化
（SDNコントローラー）

仮想ネットワーク

ネットワーク機器

スイッチ/ロードバランサー/
ファイアウォール

サーバー仮想化
（ハイパーバイザー）

仮想マシン（VM）

サーバー

CPU/メモリー/インタフェース
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力する開発手法「DevOps」が注目

を集めるなか、インフラのソフトウ

エア化は実現に向けたポイントの一

つである。

　ソフトウエア化が進む背景には、

PCサーバーのコモディティ化、か

つ高性能化がある。用途に応じたソ

フトウエアを導入することで、PC

サーバーはときにストレージに、と

きにネットワーク機器に役割を変え

る。そして、PCサーバーの性能や

信頼性は、スケールアウトや冗長化

といった技術の進化により、いっそ

う強化される。

APIでクラウドを制御

　クラウドの多様化、高機能化に押

され、ユーザーの利用形態も広がる。

その一例はパブリッククラウドが備

えるオートスケーリング（自動拡

張）機能である。処理負荷の増減に

応じてサーバーの数が自動で変わ

る。キャンペーンサイトのような

ピークの読めないケースで、活用す

ることが考えられる。

　こうしたクラウドの基盤となるの

が、仮想化したリソースプール、お

よびリソースを制御するためのAPI

（アプリケーション・プログラミン

グ・インタフェース）である。API

として、仮想マシンの作成や、スト

レージの割り当て、ネットワークの

設定を行うようなものを用意してお

く。

　これらAPIをまとめて提供するソ

フトを、最近では「クラウドOS」と

呼ぶ。IaaS（インフラストラクチ

ャー・アズ・ア・サービス）を構築

するためのものであり、オープンソ 

ースの「OpenStack」「CloudStack」

のほか、各ベンダーも提供している。

ユーザーやクラウドベンダーは、こ

うしたクラウドOSを導入してIaaS

を構築し、「しきい値」などをベース

に、リソース追加や設定変更を自動

化できる。

垂直統合システムの活用進む

　オンプレミスにおいては、「垂直

統合システム」の活用が今後、さら

に進むとみられる。サーバーやスト

レージ、各種ソフトをあらかじめ組

み合わせ、検証済みの状態で提供さ

れるので、インフラ構築の手間が省

ける。

　垂直統合システムは、どこまでの

レイヤーをカバーするかで種類があ

る。多くのベンダーが提供するのが、

IaaSレイヤーまでを提供する垂直

統合システムである。

　垂直統合システムでも、今後、ク

ラウドOSを活用する動きが進んで

くる。オンプレミスとパブリックク

ラウドの双方で同じクラウドOSを

使えば、ハイブリッドクラウドを利

用しやすくなる。どちらのコンピ

ュータリソースに対しても、同じ

APIで運用可能になる。

IaaSからPaaSへ広がる

　クラウドの利用が進み、どういっ

たプラットフォームを導入するかの

ノウハウが蓄積されてきた。

　既存システムをクラウドに移行す

る目的では、IaaSが第一の選択肢

となる。既存サーバーをクラウド上

の仮想マシンに移行することで、運

用効率化やコスト削減が図れる。

　今後、注目を集めそうなのが

PaaS（プラットフォーム・アズ・

ア・サービス）である。IaaSが仮想

マ シ ン を 提 供 す る の に 対 し て、

PaaSではその上のミドルウエアや

開発フレームワークなども用意す

る。PaaSの主な役割は、既存シス

テムの受け皿ではなく、“新たなア

プリケーションを生み出す場”の提

供である。

　新たなアプリケーションの代表例

が、ビッグデータ活用である。大量

のデータを集め、保管し、分析する

ミドルウエアがPaaSにより手軽に

そろう。ユーザーは、一からミドル

ウエアを導入し、組み合わせる手間

が省ける。今後、開発者にとって魅

力的か、という観点からPaaSが進

化する。

　複数のクラウドサービスを併用す

るマルチクラウドのニーズも高まっ

てくる。IaaSを連携して負荷を分

散したり、PaaSを連携して必要な

ミドルウエアを集めたりと、利用

シーンはいくつもある。オンプレミ

スにあるプライベートクラウドを含

めて、多くのクラウドをうまく連携

するには、シングルサインオンや、

セキュリティポリシーを透過的に保

つ仕組みなどが必要になる。
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　一般社団法人 電子情報技術産業

協会（JEITA）ITプラットフォーム事

業委員会では、1999年度からIT投

資の動向や重点テーマを調査してい

る。経営革新・競争力強化のために

ITソリューションの活用・注目度が

増すなか、ユーザー企業のIT投資

意欲や注目しているテーマなどを数

字で示すことで、今後の企業情報シ

ステム構築に役立ててもらうためで

ある。2013年度の調査結果の一部

を紹介しよう。

　まず、2013年度のIT予算の増減

傾向を質問したところ、「昨年に比べ

て増加」と回答した企業・団体の比

率が35％で、前の2012年度の26

％から9ポイントも増えた。円安・

株高による景気の高揚感を追い風

に、ユーザー企業がこれまで凍結し

ていたプロジェクトを再開するな

ど、IT投資意欲の高まりが背景にあ

るとみられる。

　調査では2014年度の見通しも尋

ねているが、こちらも34％が「昨年

に比べて増加」と回答している。

2011年の東日本大震災を機に落ち

込んだIT投資意欲はようやく回復傾

向にある。

　次に注目したり重視するIT関連

テーマを尋ねたところ、下の図のよ
うな結果が出た。注目度/重視度の

上位は「運用コスト削減」「ネット

ワークセキュリティ」「災害/事故対

策の強化」で、これは前年度と変わ

らない。このほか「サーバー統合化」

「システムの統合化・システム連携」

「仮想化システムの活用」といった

テーマも前年度と同様に注目度/重

視度が高かった。

　このほか本調査では、サーバー / 

ストレージの利用状況や、クラウド

コンピューティングに関する需要動

向、データの活用度なども調べた。

　2013年 度の調 査は2013年12

月中旬から2014年1月上旬にかけ

て実施。従業員10人以上の企業・

団体1500に対してアンケートを郵

送し、284件の有効回答を得た。

数字で見るIT投資トレンド

運用コストの削減・煩雑さの解消／運用の効率化

ネットワークセキュリティの確立／体制構築の確立

自然災害や事故によるシステム強化対策

サーバー統合化

システムの統合化･システム間連携

モバイル端末の活用への注目度

仮想化システムの構築／活用

共有ストレージの構築および容量対策

クラウドなどの活用による「所有」から｢活用」への検討

外部iDC（データセンター）の活用

ビジネスインテリジェンス（BI）の活用

ITアウトソーシングの活用

システムの省電力化への取り組み

ビッグデータの活用

出所：JEITA ITプラットフォーム事業委員会「ITユーザトレンド2013／ビッグデータ・クラウド取組み動向調査」

■高い　　■やや高い　　■普通　　■やや低い　　■低い
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図◉IT関連テーマに対する注目度
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ていた。

　この壁を打ち破ったのがSoCで

ある。演算コアや2次キャッシュメ

モリー、メモリーコントローラー、

I/Oコントローラーなどを一つのチ

ップ（シリコンダイ）に混載し、信

号の通り道であるオンチップ・バス

の距離を物理的に短くすると共にバ

ンド幅を拡張。今では上位クラスの

プロセサは毎秒256Gバイトの速度

で信号を授受できるほどに性能が高

まっている。

　スーパーコンピュータに使われて

いるプロセサは、シリコンダイに実

装した8個の演算コアが高速のオン

チップ・バスを介して2次キャッシ

ュを共有している。加えて、これら

の8万個以上のプロセサを相互に接

続するインターコネクト技術によ

り、並列処理の速度を高め、世界ト

ップ性能を実現した。

　ソフトウエアが担っていた特定の

処理をハードウエアで実行する技術

も、プロセサの高性能化に大きく寄

与している。その一例として、10進

　ITプラットフォームに求められ

る処理能力は高まる一方。最近はリ

アルタイムかそれに近い処理スピー

ドが、当たり前のように要求され

る。この傾向は、ミリ秒単位以下の

短い時間で多額の損益が生じる金融

取引や、膨大な量の計算を必要とす

る遺伝子解析、一人ひとりの“個客”

に適したWebサイトのレコメン

デーションなど、用途を問わず強ま

っている。

性能の“壁”を破り世界一を獲得

　国産のスーパーコンピュータが現

在も世界トップクラスの性能を発揮

しているのは周知の通り。これと同

じく、高度な科学計算などHPC（ハ

イ・パフォーマンス・コンピューテ

ィング）に使われるサーバーも高い

性能を誇る。

　高性能を実現する上で、プロセサ

をはじめとするコンピュータの構成

部品が果たす役割は大きい。例えば、

最新プロセサは「SoC（システム・

オン・チップ）」と呼ぶ設計・実装

手法を取り入れ、従来よりも格段に

高速な処理を実現している（写真

3-1）。

　これまでも半導体チップの集積度

が高まるのに伴って、プロセサは高

性能化や高機能化を成し遂げてき

た。ところが、いっそう性能を向上

するためには、チップ間での電気信

号のやり取りがボトルネックになっ

社会インフラや経済インフラの隅々にまで浸透し、今この瞬間も快適な生活や
円滑な事業活動を支えるITプラットフォームの裏側には、数々の要素技術が存
在し、高い処理性能や信頼性の実現を下支えしている。「性能向上」「高可用性
/高信頼性」「管理性/柔軟性」「省電力/省スペース」の四つのテーマに沿って、
最先端技術を紹介する。

日本を支えるITプラットフォーム
キラリと光る最先端技術の数々

写真3-1◉演算コアや各種コントローラ
を一つの半導体チップに混載したSoC
（システム・オン・チップ）のシリコンダ
イ

性能向上を支える技術性能向上を支える技術
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数の演算機能をプロセサに持たせて

性能向上を果たす。「ソフトウエア・

オン・チップ」と呼ぶこの技術によ

って、ソフトウエア側で10進数か

ら2進数に変換してプロセサに引き

渡し、演算結果を再びソフトウエア

側で2進数から10進数に変換する

といった処理を効率化できる。

“知性”を持たせたストレージ

　ストレージの性能向上も、ここ数

年で一気に進展した。それを可能に

した技術の筆頭格は、上位モデルの

製品を中心に実装が広がったデータ

の階層化技術である。

　この技術は、データのアクセス頻

度に応じて格納するディスクドライ

ブを使い分けるというもの。頻度が

高いものは高速に読み出しが可能な

SSD（ソリッドステートドライブ）

に、アクセス頻度が低いものは低速

でも比較的に安価なハードディスク

ドライブに格納する。

　ただし、単純に階層化するだけで

は、ストレージの性能を最大限には

引き出せない。データのアクセス頻

度が低かったとしても短時間にI/O

（入出力）が集中するタイミングが

あれば、ディスクドライブの処理能

力が追い付かず処理の滞留を招く可

能性がある。

　こうした課題を解消するため、ス

トレージは自らデータの配置を最適

化する“知性”を備え始めた。例え

ば、特定の時間帯にI/Oの負荷が集

中するディスクドライブの格納領域

を統計情報に基づいて自動検出し、

性能に影響が出ないタイミングを見

計らって当該領域のデータをディス

クドライブからSSDへ再配置する

（図3-1）。

　ここにきてSSD自体の性能向上

も著しい。大容量ストレージを構成

する最新のSSDは、1個の記憶素子

に1ビットのデータを保持する

「SLC（シングル・レベル・セル）」

と呼ぶタイプに換えて、2ビットの

データを持てる「MLC（マルチ・レ

ベル・セル）」と呼ぶタイプのフラ

ッシュメモリーを採用している。フ

ラッシュメモリーをつなぐバスも

32本備える。これによりストレー

ジ容量を300Tバイト以上まで拡張

可能になっただけでなく、従来型の

SSDに比べ読み込みで約3倍、書き

込みで約5倍の性能向上を果たして

いる。

図3-1◉データの最適配置によるストレージ高速化の仕組み
頻繁にアクセスするデータをSSDに、アクセス頻度が低いデータをハードディスクドライブ（HDD）に、それぞれ自動的に再配置することで処理性能を高め
る

…
… … …

…

…

データの管理単位で分割したHDDやSSDを一つにまとめてストレージプールを構成し、ホットスポットを高速なSSDに、
そのほかのデータをHDDに最適に保管する

必要な分だけ
物理容量を割り当て

複数のRAIDアレイを、データの管理単位で
分割して一つにまとめ、ストレージプールを構成

データの管理単位

容量プロビジョニングボリューム固定割り付けボリューム

論理ボリューム

物理ドライブ HDD HDD HDD HDD HDD HDD SSD SSD SSD

ストレージプール

ホットスポットをSSDに自動再配置

RAIDアレイ
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図3-2◉無停止型サーバーが備える可用性向上技術の例
プロセサやメモリー、ハードディスクドライブ（HDD）を備えるサーバーモジュールの冗長化により、一部のモジュールに障害が発生しても他のモジュールで
処理を継続するのはもちろん、処理を止めずに故障したモジュールだけを交換してシステム全体の可用性を回復できる両系が同期して動作。
完全に1台のサーバーとして機能

正常時 障害発生 修理 復旧＞ ＞ ＞

プライマリ
モジュール#1

CPU
メモリ
HDD…

セカンダリ
モジュール#2

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

業務
処理中

CPU
メモリ
HDD…

モジュール#1に障害が発生するが、瞬時に障害
モジュールを切離。処理中の業務の停止は不要

正常時 障害発生 修理 復旧＞ ＞ ＞

セカンダリ
モジュール#1

CPU
メモリ
HDD…

プライマリ
モジュール#2

業務
処理中

CPU
メモリ
HDD…

異常
発生

モジュール#1の保守対応は業務を継続したまま
対応が可能。処理中の業務への影響も無し

正常時 障害発生 修理 復旧＞ ＞ ＞

業務
処理中

再度両系が同期して動作。
完全に1台のサーバーとして機能

正常時 障害発生 修理 復旧＞ ＞ ＞

プライマリ
交換

CPU
メモリ
HDD…

セカンダリ
モジュール#1

CPU
メモリ
HDD…

業務
処理中

プライマリ
モジュール#2

CPU
メモリ
HDD…

セカンダリ
モジュール#1

CPU
メモリ
HDD…

業務
処理中

プライマリ
モジュール#2

CPU
メモリ
HDD…

も、システムを正常に稼働し続けら

れる。

二重化技術で瞬停や致命傷を回避

　瞬間的な処理の停止も許されない

用途に使われる無停止型サーバー

は、可用性と信頼性を高める技術の

粋を結集している。最新製品はプロ

セサやメモリー、ディスクドライブ

からなるモジュールを二重化し、双

方を同期動作させる専用のチップセ

ットを実装。正常時は両方のモジ

ュールが同期しながら1台のサー

バーとして機能し、一方のモジュー

ルに障害が発生すると、そのモジ

　細部にまで行き届いた配慮と、品

質に対する責任感や真面目さ。これ

らは日本が世界から高く評価される

要素である。この配慮や真面目さは、

ITプラットフォームの可用性と信

頼性を高める上でも重要である。

ビットエラーも自動で訂正

　宇宙から地球に届く宇宙線がシス

テム内部の電気信号の波形を乱し、

処理エラーを生じさせる可能性は広

く知られている。この避けられない

自然の影響をも回避する仕組みを、

スーパーコンピュータなど高度な計

算に用いるプロセサは持っている。

　最新のプロセサは、エラーを検出

する回路を5万カ所以上に設けてお

り、エラーを見つけると当該命令を

自動的に再実行する機構を備えてい

る。外部からの“雑音”の影響で本

来「0」のはずの信号が「1」として処

理されてしまうようなビットエラー

が発生した場合、自動訂正する機能

も併せ持つ。このため仮に宇宙線に

よって電気信号が一時的に変化して

しまう間欠エラーが起きたとして

高可用性と高信頼性を支える技術高可用性と高信頼性を支える技術
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図3-3◉ブレードサーバーの信頼性および可用性の向上技術の例
システム内で処理する複数の業務に柔軟に予備機を割り当てられるため、少ない台数の予備機でシ
ステムの耐障害性を高められる

業
務
A

業
務
B

業
務
C

業
務
Z

予
備
サ
ー
バ
ー

予
備
サ
ー
バ
ー

業務Aの
サーバー構成

業務Bの
サーバー構成

業務Cの
サーバー構成

…

業務Cを再開業務Bを再開

障害 障害

図3-4◉ストレージの信頼性を高める技術の例
オンラインでディスクドライブの全領域の読み取りテストし、劣化を検出すると当該領域に含まれる
データを自動的にスペアのディスクドライブに退避させるなどしてデータの欠損を防止できる

一定時間毎に全HDDの記録媒体全エリアの
読み取りテストを実施

オンラインベリファイテスト

一般のシステムでは…
●使用エリアの欠陥個所
業務でのアクセスにより発生したリトライを
監視することで予防保守可能

●未使用エリアの欠陥個所
業務でのアクセスがないため、リトライの有無を
認識できない。そのため予防保守不可能

記録媒体（磁気円板）

未使用エリア

（将来使用されるエリア）

使用エリア

ュールを瞬時に同期対象から切り離

して残りのモジュールだけで処理を

継続する（図3-2）。すでに同期動作

を解除しているので、システムを停

止/再起動させることなく、故障し

たモジュールを交換できる。

　図3-3に示すように、ブレード

サーバーは必要最小限の予備機を用

意するだけで高い耐障害性を確保し

ている。例えば、1台のシャーシに

実装した16基のサーバーブレード

のうち1基あるいは2基を予備機

に、残りを複数の業務用の本番機に

用いる。この場合、どの業務処理を

担う本番機に障害が起きたかにかか

わらず予備機を割り当てられる、と

いった柔軟な運用が可能になる。

　ブレードサーバーの基幹部品であ

る「バックプレーン」の二重化も、

高可用性と高信頼性に貢献する技術

として無視できない。ここで言うバ

ックプレーンとは、サーバーブレー

ドに電力を供給する電源モジュール

やネットワークモジュールを接続す

る部品のことである。二重化してお

けば、万が一の障害時にシャーシ内

のサーバーブレードが一斉に停止す

るような致命傷を負う事態を回避で

きる。

入念な試験で初期不良を防止

　サーバーにおける様々な二重化と

同様に、ストレージシステムの可用

性と信頼性を高める技術も進歩して

きた。RAIDを構成してディスクド

ライブのクラッシュ時のデータ喪失

を防ぐのは、今では当たり前の技術

である。

　最近は、ディスクドライブの障害

発生を未然に防ぐ「オンラインベリ

ファイテスト」も可能になってい

る。この機能では、未使用領域を含

むディスクドライブ全体の劣化状況

をオンラインでテストし、劣化を検

出するとデータを予備のディスクド

ライブに自動で退避させる（図

3-4）。

　先述した製品の品質に対する責任

感や真面目さは、製品の出荷前テス

トに如実に表れている。年間延べ数

百万時間に及ぶディスクドライブ用

マイクロプログラムのテストに加え、

出荷前に24時間×6日間かけて実際

にディスクドライブを動かし続け、

初期不良を抱えた製品が市場に出回

るのを防いでいる。
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図3-5◉論理分割機構による柔軟な運用の例
論理分割による仮想化はサーバーのデバイスドライバなどを透過的に利用できるのでI/O処理のオー
バーヘッドを減らしやすいのに加え、仮想マシンを物理サーバー間で移行する際の構成変更の手間
が少なく運用の柔軟性を高めやすい

SANストレージ

物理サーバー位置変更

電源
OFF

OS

サーバー

論理分割

OS OS OS OSOSOSOS

能にするハイパーバイザーが果たし

た役割は大きい。

　その一方で、国内ITベンダーが開

発した論理分割機構の価値も忘れて

はならない。上述のハイパーバイザー

との決定的な違いは、プロセサやメ

モリーなど、複数の論理ブロックに

分割し、それぞれを独立した論理的

なサーバーとして利用する点である。

　一般にハイパーバイザーを用いた

サーバーの仮想化は、仮想マシンの

処理に伴うメモリーのアドレス変換

やI/Oデバイスへのアクセスのオー

バーヘッドが生じる。しかし、論理

分割の場合はハードウエアの透過性

が高く、物理サーバーと同じよう

に、サーバーのデバイスドライバな

どを使える。このためオーバーヘッ

ドが極めて小さい。

　ハードウエアの透過性が高いこと

で得られる運用面の利点は大きい。

ハイパーバイザーの場合、基本的に

同一製品で仮想化したサーバー間で

ないと仮想マシンを移行できない。

これに対して論理分割だと、物理

サーバーで動作しているOSを基本

的には変更することなく、仮想化し

たサーバー上に移して動かすといっ

た柔軟な運用が可能になる（図

3-5）。

RAIDやネットワークの煩雑さ解消

　ストレージに関しては、ともすれ

ば煩雑になりがちなRAIDの運用

を容易にする技術がある。通常、

RAIDを構成するディスクドライブ

 　管理が煩雑になったITプラット

フォームは、思わぬトラブルを招

く。柔軟性を欠いたITプラットフ

ォームはリソースの無駄遣いを助長

する。業務の生産性低下に直結する

こうした事態を避けるには、容易な

管理と柔軟な運用を妨げる要因を一

つひとつ取り除く必要がある。

論理分割による柔軟な運用実現

　ここ5～ 6年ほどで爆発的に広が

ったIAサーバーの仮想化技術は、

増え続けるサーバーの管理性を高

め、無駄なく柔軟なリソースの使用

を可能にした。特に、ソフトウエア

の機能でIAサーバーの仮想化を可

高い管理性と柔軟性を支える技術高い管理性と柔軟性を支える技術

図3-6◉RAIDのレスポンス劣化防止技術の例
RAIDを構成するハードディスクドライブの一部に応答遅延が発生した場合、縮退運転せず、正常な
ディスクドライブだけで応答性能を維持する

最先端技術を実装したRAID一般的なRAID

業務I/O

バックグラウンド処理でHDDの自己修復（エラー
発生個所のリアサイン処理など）を実施し、
その後正常状態に復旧

一時的応答
遅延でHDD
縮退

一時的応答
遅延でHDD
縮退せず

RAID再構築
（リビルド処理） 残りのHDDで

レスポンス継続



17

Part 3

写真3-2◉ネットワークの仮想化を実
現するスイッチ製品の例
仮想化したシステムの運用の手間の軽減や耐
障害性の向上、さらに性能低下を防止する

写真3-3◉システム資源を最大限に有
効活用する技術の例
距離が離れた別々のきょう体に実装されたプロ
セサやメモリーなどの資源をネットワークで接続
し、あかたも1台のシステムとして共用できるよ
うにすることで、システム資
源の有効活用を実現する

の一部に応答遅延が生じると、その

ディスクを縮退させて性能が下が

る。さらに、新たなディスクを構成

に加えてRAIDを再構築する手間

も生じる。ところが、国内ITベン

ダーが開発した技術を活用すると、

正常なディスクドライブだけで性能

を保ち、応答遅延が確認されたディ

スクを自己修復する（図3-6）。人手

を煩わせることなく、RAIDの稼働

を維持できる。

　物理サーバーや仮想マシンの数が

増えるほど煩わしさが増すネット

ワークの運用は、スイッチが備えた

新たな仮想化技術によって管理性を

高められる（写真3-2）。多層構成

の複数台のスイッチを、あたかも1

台のスイッチであるかのように稼働

させることで、個々のスイッチに対

する設定が不要になるからである。

また仮想化したサーバーでの運用に

おいて仮想マシンをハイパーバイ

ザー間で移行する際は、仮想マシン

の移行時に、移行した仮想化環境に

追従するためスイッチが自動で設定

変更する。従来は仮想マシンに割り

当てたVLAN（仮想LAN）などの設

定変更が必要だった。

　管理性と柔軟性に関する技術とし

て、もう一つ紹介したいのは、IT

の標準規格を使ってハードウエアの

構成を自在に制御する世界初の技術

である（写真3-3）。PCI Express

に準拠したモジュールをサーバーや

パソコンに搭載し、イーサネット経

由で遠隔のサーバーのリソースを活

用できるようにする。2キロメート

ル離れた場所にある既存のサーバー

のプロセサやメモリー、ディスクド

ライブを、OSやドライバを一切変

更することなく1台のコンピュータ

であるかのように有効活用できる。

　ITプラットフォームの省電力化

と省スペース化にも積極的に取り組

んでいる。IoT（インターネット・

オブ・シングス）やビッグデータ活

用の広がりは、システムの処理量を

格段に増やすことが明らかだからで

ある。そうなれば、データセンター

に設置するサーバーやストレージな

どのIT機器の台数や、IT機器が備

えるプロセサやディスクドライブの

数が多くなる。だからといってIT

機器の電力消費や設置スペースは際

限なく増やせない。

冷却効率を高めて省電力化

　まず省電力化に貢献する先端技術

を紹介する。代表例の一つとして挙

げたいのは、効果的な排熱を実現す

る冷却システムである。冷却システ

ムと省電力化は関係しないように思

う向きもあるかもしれないが、実際

は密接に関係している。一般にデー

タセンターでは熱だまりを防ぐた

め、IT機器が備える冷却ファンの

風量に対し、空調機からの風量は多

くて2倍ほど必要となる。当然、そ

れだけの電力がかかるが、IT機器

側の冷却効率を高めれば、冷却シス

テムの主目的である温度上昇の防止

と省電力化の一挙両得が可能にな

る。

　例えば、高密度実装が進むブレー

ドサーバー。シャーシの後部にスイ

ッチモジュールを集約して実装する

ような製品の場合、スイッチモジ

ュールの十分な冷却は簡単ではな

い。この課題を解決する方法として、

「3次元エアフロー」と呼ぶ構造を採

用した冷却システムが誕生した。

　3次元エアフロー構造の冷却シス

省電力と省スペースを支える技術省電力と省スペースを支える技術
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図3-7◉高密度化が進むブレードサーバーの冷却技術
きょう体に搭載したすべてのサーバーブレードの通信を担うスイッチを効率
よく冷却するため、きょう体前面からスイッチに直に冷風を取り込み排熱
する専用の経路を設けている

写真3-4◉エアフローの最適化により高温稼働を可能にした
サーバーの内部
大型のヒートシンクや大型のダクトを採用したことに加え、冷却ファンのサ
イズや設置方法を工夫することでサーバー内部の冷却効率を高めている

PCI機器を冷却

冷却ファン
※下部が少し下に出
ているのがポイント

プロセサのヒートシンク
【断面図】

サーバーブレード

前
面 背

面

フレッシュエアー スイッチモジュール

横穴から冷却ファンへ

排熱

大型のダクト

プロセサを冷却

理に必要なサーバーブレードが少な

ければ、すべての電源ユニットを動

作させておく必要がないからであ

る。

　性能重視や低消費電力などいくつ

かのモードを時間帯によって使い分

けるスケジューリング機能や、電力

消費の上限を設定するパワーキャッ

ピング機能は、消費電力の抑制やあ

らかじめ設定した消費電力量での運

用を可能にする。日中は性能重視

モードで運用し、夜間は低消費電力

モードに切り替える、あるいは事前

に設定した電力消費を超えたら、シ

ステムの処理に影響を及ぼさない形

で一部のサーバーブレードの電源を

落とすといった使い方ができる。

空冷と水冷のいいとこ取り

　続いて、日本のお家芸とも言える

省スペース化に関する特徴的な技術

を紹介する。

　プロセサの冷却方式は空冷か水冷

の二者択一ではない。両者の弱点を

同時に解消しつつ、いいとこ取りを

テムでは、シャーシ前面から取り込

んだ空気をダイレクトにスイッチモ

ジュールに送り込む（図3-7）。シ

ャーシ内の前部にぎっしり詰まった

サーバーブレードによって空気が温

められるのを避け、常にフレッシュ

エアーを冷却に使えるようにするた

めである。

　スリム型のサーバーは、設計の工

夫で内部の空気の流れを最適化して

いる。具体的には、プロセサの放熱

に使うヒートシンクの真横から少し

だけずらしてファンを設置するオフ

セットにより、PCIカードを集約す

るスペースにも空気が流れるように

した（写真3-4）。こうすることで1

個のファンでプロセサの冷却と同時

に、熱がこもりがちな内部スペース

を冷却している。

　冷却システムを動かすのに要する

電力消費自体を、極限まで引き下げ

る技術もある。冷媒が温度によって

気化/液化する性質を生かした「相

変化冷却技術」である。相変化冷却

では、プロセサの熱を奪って気化し

た冷媒が放熱部まで上昇した後、次

第に冷えて液化し再び冷媒に戻る

（図3-8）。一般的な水冷システムと

違い、冷媒がプロセサの熱によって

気化と液化を繰り返し自然と循環す

るので、冷媒循環用のポンプを動か

す電力が不要になる。

不必要な電力消費を元から断つ

　システムの処理状況に応じて、余

分な電力の消費を元から断つ。そう

した発想の技術を実装するIT機器

も増えている。ストレージのパワー

セービング機能は分かりやすいだろ

う。一定期間アクセスしないディス

クドライブの回転を停止したり、回

転を許容する時間帯を限定したりす

る。定時バックアップに使用するス

トレージの電力消費の無駄を一掃す

るのに役立つ。

　複数の電源ユニットをシャーシに

搭載するブレードサーバーの中に

は、動作中のサーバーブレードの数

によって電源ユニットそのもののオ

ン/オフを制御する製品もある。処
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図3-8◉電力を使わずに冷媒を循環させるサーバーの水冷技術
プロセサの熱を利用して冷媒を気化させて熱を奪い、放熱により液化させて冷媒として再利用する

図3-9◉空冷と水冷の弱点を同時に解消するハイブリッド冷却システム
サーバーに実装した「プレート」の中の冷媒を循環させてプロセサの熱を奪い、高温の冷媒をラジエー
タで冷却する。大きなヒートシンクがいらないためサーバー内部の設計の柔軟性が高まるだけでなく、
冷媒を循環させるポンプなど装置の設置工事の手間がなくなる

ヒート
シンク

プロセサ サーバー

ポンプ
配管

（送熱部）

ラジエータ
（放熱部）

送風

クーリングプレート
（受熱部）

外部冷却装置

従来の液体冷却従来の空気冷却

ハイブリッド型の冷却システム

従来の冷却方法

CPU

気体の浮力
で上昇

液体の重力
で下降

ファン

放熱部

受熱部

したハイブリッド方式がある。

　空冷は大きな羽根を何枚も備えた

ヒートシンクを必要とする。一方の

水冷は一般に冷媒の循環/放熱のた

めのポンプなど専用装置を要する。

プロセサやメモリーの物理的な距離

も遠くなる。多くのプロセサを搭載

する高性能サーバーだと、どうして

もサーバーの容積が増えてしまう。

　これに対して冷媒の循環に薄型の

プレートを用い、放熱にラジエータ

を使うハイブリッド型は、ヒートシ

ンクや専用装置がいらない（図

3-9）。サーバーの容積を減らせる

のはもちろん、サーバー内部のプロ

セサの位置に応じてプレートの形状

を柔軟に成形できるので、メモリー

を含む構成部品の配置の自由度が高

まる。

　後者の利点は性能にも効いてく

る。プロセサとメモリーの物理的な

距離を縮めやすくなるからである。

現時点で、メモリーアクセスの応答

時間を最大5分の1にまで短くでき

ることを確認している。

　ここまでに紹介してきた技術を組

み合わせ、さらなる省電力化と省ス

ペース化を追及したモジュラー型の

サーバーも登場している。最新のモ

ジュラー型サーバーの例では、2U

サイズのシャーシに最大46基の

サーバーモジュールを搭載し、42U

のラック1台に16シャーシを収納

する。約700台のサーバーを収納で

きる。これにより設置スペースと電

力消費をそれぞれ従来比75％程度

節約。さらに、相変化冷却技術をラ

ックの背面に搭載することで、デー

タセンターの空調の電力消費をラッ

ク当たり30％削減する効果も確認

している。まさにクラウド時代を支

える技術の数々である。
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